


岩手県、 第３ 期海洋エネルギー関連産業創出ビジョ ン策定　 2040年までに１ GW洋上風力発電の案件形成など目指す

カンボジア、 2026年再エネ電源容量 800MW増加へ　 イーレッ クスが水力発電所稼働見込む
兵庫県、 2050年水素需要量推計値は 400万ト ン　 水素社会推進構想を改定

2026年も太陽電池出荷首位見通し、 蓄電池２ ～３ 倍に拡大へ
ジンコソーラー副会長 銭晶氏

ト リ ナ、 最大 760Ｗの太陽電池モジュールなど日本で公開
カナディ アンは札幌で系統蓄電所運用開始

ハンファ 、 家庭用拡張型パワコンが JC-STAR適合ラベル取得
各社が太陽光発電機器のセキュリ ティ 確保や強化進める

ハンファ 、 低圧太陽光発電リ パワリ ングソ リ ュ提供開始
初期費用ゼロ円月額制で新型パワコンへ更新

太陽光パネルリ サイクル法案閣議決定、 発電事業者取組み義務化
廃棄計画事前届出や特例措置などを規定

パシフィ ッ クパワー、 ソーラーバト ン・ プロジェク ト 開始
自治体新電力による地域の太陽光発電所買取を支援

エナリ ス、 太陽光 FIP移行ト ータルサポート ソ リ ューショ ン
移行手続きや電力買取、 蓄電池運用までト ータル支援

東急電鉄、 合計 98MWの新開発太陽光発電から PPAで電力調達
年 1.1億 kWh、 路線電力３ 割が追加性環境価値付き再エネ化

キャンベル・ サイエンティ フィ ッ ク 、 パネル汚れ測定センサ発売
汚れセルと 清浄基準セル比較し発電ロスを直接測定

アイチューザー、 奈良県で住宅太陽光共同購入事業開始
バイウィ ルは太陽光からのク レジッ ト 創出事業へ

仙台市、 新築建設の太陽光発電導入義務化へ条例改正
野立て発電所は市域７ 割を設置規制区域に

日本ベネックス、 屋根上太陽光発電設備を相次いで稼働

Ｅ ＤＰ 、 宮城県気仙沼市で 28MWの太陽光発電事業計画
東京電力など、 東京Ｄへオフサイト PPA電力供給契約
竹中工務店、 大和ハウスグループと フィ ジカル PPA締結
安田不動産と東急不動産、 オフサイト PPA再エネ供給開始
コスモ石油マーケ、 日本クロージャーと フィ ジカル PPA
山田養蜂場、 本社隣接農地で営農型太陽光を建設

ケミ ト ッ クス、 ペロブスカイト 太陽電池出力測定手法新開発

住友林業、 電気供給メ ニュー「 スミ リ ンでんき０ 」 開始

バンドー化学、 ベト ナム工場屋上に太陽光発電設置

コスモエコパワー、 北海道島牧村で 21.5万 KWの風力計画
タダノ 、 洋上風力向けダビッ ト クレーンを鹿島から受注

損害保険ジャパン、 洋上風力向けの保険新サービス

セーフィ ー、 東北電力の水力発電向けクラウド カメ ラ採用

白水越地熱、 霧島市の 1.5万 kW級地熱発電へ配慮書公表
三菱重工、 ターボデン社と ファーボ社が設備供給契約

昭和産業、 鹿島工場でバイオマス発電ボイラ稼働開始

真庭市、 畜産バイオマス発電施設整備工事委託先公募

レンゴーと住友林業、 バイオエタノ ール製造合弁設立

双日、 米バイオメ タン製造事業者を持分法適用会社化

サンヴィ レッジ、 静岡県御前崎市で系統蓄電池運転開始

ク リ ハラント 、 兵庫県赤穂市に特高系統用蓄電池建設

東急不動産、 300億円規模系統蓄電コンソーシアム組成
イーレッ クス、 他社保有の太陽光発電所に蓄電池併設

日立製作所、 地産地消型水素ステーショ ン導入検討事業採択

ヒ ョ ンデ、 新型 FCV「 The all-new NEXO」 の日本販売開始

牛久市、 道路・ 公園照明灯の LED化業務委託先候補決定
埼玉県鳩山町、 ESCOによる防犯灯 LED化業務委託先公募

沖電気工業、 防衛事業生産強化へ沼津工場で新生産棟

大和ハウス、 ZEB物流施設の「 DPL東京東雲」 竣工

エナーバンク、 群馬など３ 県で初と なるエネオク提供

イワテッ ク と チョ ープロが再エネ展開へ業務提携開始

JFEエンジ、 富山大学と SAF製造可能な新触媒を開発

▶▶▶ 

▶▶▶ 

西宮市、 西部処理Ｃ焼却施設整備～ 562億円でカナデビア
泉佐野市田尻町組合、 ごみ処理施設整備運営方針公表

相模原市、 北清掃工場の建替整備計画策定支援業務公告

インフロニア・ ホールディ ングス、 水 ing完全子会社化



2026年は日本も出荷量は２ 倍程度の
規模になると 見ている。 蓄電システム

の製品もアッ プデート をしていく 計画

で、 セルの容量をより 高めていく 。

　 現在は後期のテスト を行ってい

る段階にあり 、 2027年から 2028年にか
けての時期に製品のテスト 販売開始を

想定している。 その際は、 既存の結晶

シリ コン太陽電池と 組み合わせたタン

デム型の太陽電池製品となるだろう 。

　 中国はすでに安定市場と なり 、

年間の市場はおよそ250GW規模で推
移している。

　 また中国では今年４ 月から 、 政府が

太陽電池メ ーカーへの輸出増値税の還

付措置を廃止し たが、 こ の廃止は業

界にと って良いこ と でもある。 この廃

止が過剰な生産へのコント ロールと な

り 、 またこの優遇措置で経営を維持し

てきた脆弱なメ ーカーは退場し、 良好

なメ ーカーだけが生き残る こ と にな

る 。 そのよ う なこ と から 2026年の業
界の状況は、 2025年よ り 若干改善す
ると も見込んでいる。

　 ジンコソーラーの技術力に対す

　 2025年の当社の太陽電池モ
ジュ ールの出荷量はおよ そ90GW規
模。 太陽電池の生産過剰により 、 2025
年は業界と して最も困難な時期であっ

た。 2026年の出荷量については2025
年と 同等の規模になると 見ているが、

今年もジンコソーラーは世界をリ ード

し、 おそらく 2026年も世界首位の出荷
になると 見ている。 今年は防眩や軽量

タイプなど、 新たに６ 種類のモジュー

ル製品もリ リ ースする計画だ。

　 また日本での2025年の出荷量は、
７ 年連続でシェ ア首位と なる およ そ

1.2GW規模。 ２ 位のメ ーカーはジン
コ ソ ーラ ーの半分程度の出荷量にと

どまる も よ う だ。 そし て2026年の日
本での出荷量のターゲッ ト は1.5GW
規模を想定する 。 2025年はメ ガソ ー
ラー案件向けの出荷が多かったが、 今

後は住宅向け製品の提供にも注力して

いきたい。

　 2025年の蓄電システムの出荷
量はおよそ６ GWhだった。 こ の数値
は、 ユーテリ ティ 案件や業務用と いっ

た産業用案件の製品の数値で、 2024
年から ６ 倍に伸長した。 2026年の出
荷量は、 2025年の２ ～３ 倍と なる 15
～18GWhに伸長する と 見ている 。 ま
た日本への産業用蓄電システムの出荷

量は2025年が200MWh程度だった。

る、 米国の顧客からのも と も と の信頼

関係があり 、 ト ラ ンプ政権による様々

な政策による影響がある中でも 、 米国

向けにも年間５ ～６ GW程度の太陽電
池モジュールの出荷を行っている。

　 短期的な視点では、 物流の滞り

と いう 影響が発生し、 顧客側も中東で

の太陽光発電所建設プロジェク ト の延

期にも見舞われている。 また、 産油国

での戦争発生によるエネルギー状況の

緊張は、 物流や材料価格の高騰を引き

起こすだけでなく 、 と く に欧州などで

石油から新エネルギーへ、 よ り 転換を

進めていく と いう 思考に結び付く こ と

も想定され、 こ う したこ と が、 太陽電

池価格の上昇を引き起こす可能性も考

えられる。



　 岩手県ではこ れまで、 第２ 期ビジョ ンにおい

て、 先行して取組が進められていた洋野、 久慈、

釜石の地域ごと に取り 組みの方向性を整理してい

たが､洋上風力発電と 波力発電では制度整備や技

術開発の度合いに差が出てき ている こ と 、 加え

て、 洋上風力発電では、 政府目標をふまえた浮体

式の更なる案件形成や県内のサプラ イチェーン構

築に向けた取り 組みの重要性が高まっていると し

て、 第3期ビジョ ンでは、 洋上風力発電と 波力発
電の発電方法による整理を行った。

　 脱炭素化の推進、 また地域の活性化に貢献する

海洋エネルギーの実用化に向けて、 関係者が取り

組みの方向性や将来の姿を共有するためのビジョ

ンと して、 第３ 期のビジョ ンを今回策定。 国の第

７ 次エネルギー基本計画において、 2040年に向
けた政策の方向性を示しているこ と をふまえ、 第

３ 期ビジョ ンにおいても 2040年における目指す
姿を示すこ と と した。

　 第３ 期のビジョ ンの取り 組み期間については、 2026年度
から 2030年度にかけてと する。 ビジョ ンにおける海洋エネ

ルギー関連産業と は、 発電事業を直接担う 一定のコアの企

業群と 、 さ らにその需要が一次、 二次と 波及される関連分

野での事業活動を行う 企業群の形成も含むものと する。 洋

上風力発電事業や波力発電事業の具体化を検討しながら 、

県の特徴である漁業や観光等一次波及分野、 これに関連す

る二次波及分野までの展開可能性を見据え、 地域資源を十

分に生かした地域振興を図るためのビジョ ンと する。

　 このビジョ ンにおける数値目標と して、 2040年までに県
内で１ GWの洋上風力発電の案件形成と 、 2029年度を目途
に県内で浮体式洋上風力発電での案件形成を目指すほか、

洋上風力発電分野で2040年までにライフタイム全体での県
内調達比率を30％と するこ と を目標に掲げる。

　 こ れらの目標達成に向けた具体的な取り 組みと して、 案

件の形成へは、 広めに設定し た事業実施想定区域におい

て、 先行利用者と 共同で、 特定の条件等に基づいて事業実

施想定区域を絞り 込むサイ ト スク リ ーニングを行う と して

いる 。 その際、 例えば、 漁業影響については、 漁業権漁

業、 知事許可漁業、 大臣許可漁業等の許可や漁船に搭載さ



れている AISデータなど既存の情報を整理し 、 ヒ アリ ング
等を通じて詳細な状況を把握するなど、 丁寧な対応に努め

るこ と と し 、 また事業性確保のため、 随時発電事業者等へ

意見照会を行う 。

　 また、 浮体式洋上風力発電のリ ーディ ングプロジェク ト

と し て、 東北電力などが事業の実現可能性調査を進める

久慈市沖での取り 組みと その意義等をふまえ、 案件形成か

ら法定協議会の設置、 運営までにおいて関係者が留意すべ

き事項等を示した地域共生ガイ ド ラ インを策定する。 さ ら

に、 国が2022年に実施した洋上風力発電の基地港湾指定に
関する意向調査の結果をふまえ、 県内においては検討が最

も進んでいる久慈市沖洋上風力発電の案件を念頭に、 久慈

港における利活用の在り 方、 港湾整備の検討を進めると と

も に、 県内他港湾と の連携などについても協議し 、 適切な

港湾利用と 整備に努めると している。

　 こ のほかにも 、 関係市町村と 連携し 、 国等に対し送電網

整備に必要と なる措置を要望するなどの取り 組みを推進す

る。 また送電網の効率的な活用に向けて、 洋上風力発電の

近傍に、 データセンターやその関連産業を含めた再エネ電

源を求める企業等の大規模需要家を誘致し 、 洋上風力発電

からの電力供給も視野に国のGX戦略地域制度等の政策動向
をふまえた、 電力需給モデルの構築を検討する。

　 案件形成のほか、 サプラ イチェーンの構築へ進める取り

組みと して、 洋上風力発電の導入に向けたサプラ イチェー

ン構築に関する諸課題を分野横断的に議論するため、 県内

企業、 発電事業者、 商工団体、 金融機関、 大学、 研究機関

および自治体等の産学官連携によるプラ ッ ト フォームを設

立し 、 浮体基礎製造、 設置工事、 O＆M等の新たな事業活
動への県内企業のポテンシャルを調査すると と も に、 参加

意向のある県内企業リ ス ト の作成などを通じ 、 サプラ イ

チェーンの構築に向けた検討を行う 。 さ らに、 風力発電関

連産業と 県内企業等と の取引機会を創出するため、 関係機

関と 連携し 、 マッ チング等を行う 。 加えて金融機関等と 連

携し 、 県内中小企業者の新たな事業活動の実施等に必要な

資金の円滑な供給も図る。

　 一方で波力発電に関し ては、 研究開発の取り 組みと し

て、 大学等の研究機関や関係機関と 研究シーズ育成につい

て連携を強化し 、 ステージ毎の研究支援を行う 。 国等の外

部研究資金の活用に向けて、 関係者の情報共有、 外部資金

の導入事例の分析、 コーディ ネータ等と の連携によ り 、 大

型プロジェク ト 導入の取り 組みも 進める 。 また､「 いわて

海洋研究コンソ ーシアム」 ､「 岩手県海洋エネルギー産業

化研究会」 ､「 東京大学大気海洋研究所三陸ふるさ と 社会

協創センター」 等の取り 組みを通じて、 産学官が有機的に

連携し、 技術革新を促進するこ と で早期の実用化を図る。

　 さ らにサプラ イチェーン構築に向けた取り 組みと して、

岩手県海洋エネルギー産業化研究会の活動等を通じ 、 参入

意欲のある県内企業の掘り 起こ しやネッ ト ワーク 化を図る

と と も に、 国内外の関係者、 関係機関等と の連携を促進す

る。 また、 技術動向等の情報収集に努め、 セミ ナー等を通

じて周知を図るこ と で、 県内企業が自社技術を活用しつつ

関連産業への参入可能性を検討できるよ う 支援する。 加え

て、 事業参入に向けた関連技術の取得なども併せて支援を

行う 。

　 岩手県内における洋上風力などの最近の動きでは、 東北

電力と 仏BWイデオルが昨年11月に、 15MW風車に対応し
たコ ンク リ ート 製バージ型浮体を支持構造と する 、 洋上

風力発電設備の基本設計承認(AiP)を日本海事協会から 取
得。 両社は2022年５ 月から岩手県久慈市沖で浮体式洋上
風力発電の実現可能性調査を進めており 、 その一環でAiP
を取得した。 認証を取得した浮体式洋上風力発電設備は、

設計条件と し て岩手県久慈市沖の環境条件および15MW
級風車の搭載を想定している 。 浮体にはBWイデオルの特
許技術であるダンピングプール技術、 および素材と してコ

ンク リ ―ト を、 係留システムについては合成繊維索と 鋼製

チェーンを用いたハイブリ ッ ド 係留システムを採用した。

BWイ デオルは2025年５ 月に、 15MW級風車の搭載を想
定し たバージ型浮体に関する基本設計認証(Basic Design 
Certification)を、 ノ ルウェーの大手第三者機関ＤＮＶから
取得し ており 、 日本における代表的な第三者認証機関で

ある日本海事協会から も 、 新たにAiPを取得したこ と によ
り 、 グローバル市場と 日本国内市場の双方において適合性

と 信頼性が確認されたと している。



　 兵庫県西宮市は、 西部総合処理センター焼却施設整

備運営事業の落札者に、 カナデビアを代表企業と する

グループを特定した。 落札価格は562億3,310万円(税
抜)。 事業方式はハイブリ ッ ド 型直営方式。 設計建設業
務期間は今年７ 月上旬から 2035年３ 月31日。 運営・ 維
持管理業務期間は2026年７ 月上旬から 2052年３ 月31
日。 建屋設計はカナデビアと あい設計、 施工は前田建

設工業、 焼却施設プラ ント 設備の設計・ 施工はカナデ

ビア、 既存施設解体の設計・ 施工は前田建設工業、 焼

却施設の運営は日本管財環境サービス、 維持管理はカ

ナデビアが担当する。

　 処理能力432ト ン /日(炉形式： 全連続燃焼式スト ーカ
炉方式、 144ト ン×３ 炉)の新焼却施設を建設する 。 工
事は３ 期に分け、 第１ 期は既存植栽帯の撤去や既存リ

サイ ク ルプラ ザ解体、 仮設計量棟の設置、 既存上り ラ

ンプウェイ の拡幅、 既存下り ラ ンプウェイ の撤去、 既

存計量棟・ 守衛棟と 既存破砕選別施設の解体などを行

う 。 第２ 期は新焼却施設の整備と その他施設の建設、

第３ 期は既存焼却施設と 既存管理棟の解体、 仮設計量

棟の撤去、 既存上り ラ ンプウェイ と 仮設ラ ンプウェイ

の撤去、 その他施設の整備を行う 。

　 大阪府泉佐野市と 田尻町で構成する泉佐野市田尻町

清掃施設組合は､「 新ごみ処理施設整備・ 運営事業」 の

実施方針を公表した。 ７ 月上旬に入札を公告、 2027年
２ 月下旬に事業提案書を受け付け、 同３ 月下旬にヒ ア

リ ングを実施、 同４ 月上旬に入札書を受け付け、 同５

月上旬～下旬にプレゼンテーショ ンを行い、 同６ 月下

旬に事業提案審査と 開札を経て落札者を決定する 。 設

計・ 建設期間は事業契約締結日(2027年10月下旬予定)
～2033年９ 月30日まで、 運営・ 維持管理期間は2033
年10月１ 日から 2053年９ 月30日まで。 泉佐野市田尻町
清掃施設組合は、 第２ 事業所(田尻町)の老朽化に伴う 施
設更新を目的と し て、 DBO方式で泉佐野丘陵東地区の
用地５ 万5,301㎡(泉佐野市)に処理能力200ト ン /日(燃焼
スト ーカ式、 100ト ン×２ 炉)のエネルギー回収推進施
設、 同24ト ン /５ 時間のマテリ アルリ サイ ク ル推進施設
を建設する。 落札者決定後のスケジュールは、 2027年
７ 月下旬に基本協定、 同８ 月下旬に特定事業契約仮契

約、 同10月下旬に契約議案の本組合議会議決を経て本
契約を締結する。 設計協議期間は2027年10月下旬から
2029年９ 月末、 詳細設計期間は同10月から 2030年３
月末、 工事着手が可能と なる用地引き渡し時期は2030
年４ 月を予定。

　 神奈川県相模原市は、 北清掃工場の建て替えを計画

しており 、 北清掃工場建替整備基本計画策定支援業務

委託の入札を公告した。 履行期間は契約締結の日から

2028年３ 月31日まで。 なお事業スケジュールは2031
年度～2032年度に事業者選定など、 2033年度～2037
年度に建設工事を行い2037年度中の稼働予定。 北清掃
工場は1991年に竣工し 、 ごみ焼却施設の施設規模は
450ト ン /日(150ト ン×３ 炉)、 粗大ごみ処理施設は破
砕能力が85ト ン /日の施設。 ごみ焼却施設・ 粗大ごみ処
理施設の設備や機器類の経年劣化が進んでいる こ と か

ら 、 2017年度～2020年度にかけて基幹改良工事を実施
し 、 竣工から 45年目と なる 2036年度まで施設を稼働さ
せる計画。 40年以上が経過した焼却施設(発電設備付き
施設規模300ト ン /日以上)の稼働例は少なく 、 40年以上
稼働した施設での大規模改修工事についても プラ ント

メ ーカーに実績がないため、 延命化も 困難と なってい

る 。 こ れらの状況を踏まえ、 2037年までに北清掃工場
の建て替えを行う こ と になった。 現時点では建て替え

後のごみ焼却施設の施設規模が最大300ト ン /日で、 処
理形式はスト ーカ式焼却炉か流動床式焼却炉を基本と

するが、 基本計画で詳細を検討する予定。

　 イ ンフロニア・ ホールディ ングスは、 水ingの全株式
を取得する。 水ingグループが保有する水処理エンジニ
アリ ング力やフィ ールド エンジニア等と 、 自社グルー

プが保有する 事業の最適化や効率化を推進する プロ

ジェ ク ト マネジメ ント 能力、 土木・ 建築技術・ ノ ウハ

ウを相互活用した一気通貫での上下水道事業の設計・

建設・ 維持管理・ 運営体制を整える 。 水ingグループが
保有する維持管理拠点を起点と し た、 イ ンフロ ニア・

ホールディ ングスグループが推進する 「 総合イ ンフラ

サービス 」 と し ての道路や公共施設管理への拡大等も

可能であり 、 今回の株式取得が多く の戦略的意義を有

する と も 強調する 。 イ ンフロ ニア・ ホールディ ングス

は、 水ingに出資する荏原製作所、 日揮ホールディ ング
ス、 三菱商事よ り 全株式を７ 月に取得する 。 取得価額

は912億円。 水ingは、 荏原製作所の水処理部門を統合
した会社であり 、 2010年に日揮ホールディ ングスと 三
菱商事が資本参加した。 水処理設備のEPC・ O&Mに加
え、 官民連携で水道事業を主体的に運営しており 、 水

道、 下水道、 し尿・ 汚泥再生処理、 産業水処理、 浸出

水処理、 アミ ューズメ ント 、 またバイオマス等の様々

な分野における水処理プラ ント の設計・ 建設、 メ ンテ

ナンスを手掛ける。



　 日本ベネッ ク スは、 滋賀県と 神奈川県でそれぞれ整備

を進めていた太陽光発電所の稼働を相次いで開始した。

こ のう ち滋賀県湖南市では、 UIBホールディ ングス傘下
の株式会社ユニファ イ ド ・ イ ンダス ト リ アル(東京都港
区)が開発し た物流施設「 UIB湖南ロ ジスティ ク スセン
ターⅡ」 の屋根にパネルを9,620枚敷き詰めた太陽光発
電所「 ベネッ ク ス湖南市１ ソ ーラーポート 」 を設置し 、

運転を開始した。

　 同発電所は、 直流出力6,012.5kWで、 単独の物流施
設における屋根借り 方式の稼働済み太陽光発電所と して

は、 国内最大級になる と いう 。 年間予想発電量は約503
万4,000kWhで、 一般家庭約1,678世帯分の電力エネル
ギー創出を見込む。 パネルはト リ ナ・ ソ ーラ ー製、 パ

ワーコンディ ショ ナはサングロウ製を採用した。 発電し

た電力は、 FIP制度を活用して全量を外部へ売電する。
　 また神奈川県座間市では、 三井不動産が主たる事業

者と し て開発し た物流施設「 三井不動産ロ ジスティ ク

スパーク 座間」 の屋根に、 7,046枚のパネルを設置し 、
4,192.3kWの太陽光発電所「 ベネッ ク ス座間ソ ーラ ー
ポート 」 を 構築し た。 パネルメ ーカーはチン ト ソ ー

ラー、 パワコンメ ーカーはサングロウ 。 年間予想発電量

は約430万8,000kWhで、 一般家庭約1,436世帯分の電力
エネルギー創出を見込む。 発電した電力はまず施設内で

オンサイ ト PPA方式により 消費され、 余った電力はFIP制
度を活用して外部へ売電する。

　 こ れらの発電所の稼働によ り 、 日本ベネッ ク スの保有

する自社発電所は57件・ 合計出力約８ 万7,200kWと なっ
た。 こ のう ち物流施設の屋根借り 太陽光発電所は40件・
合計出力約７ 万8,200kW、 FIP太陽光発電所は32件・ 合
計出力約６ 万6,300kWと なる。

　 ポルト ガルの大手エネルギー会社Ｅ Ｄ Ｐ は、 グルー

プ会社で再生可能エネルギー発電所の開発事業を手掛

ける EDP Renewables APACの子会社EDPRジャパンを通
じて、 宮城県気仙沼市における 28MWの太陽光発電プ
ロジェク ト 「 EDPR JAPAN 本吉ソーラーファ ーム」 に
ついての開発計画を公表した。

　 このプロジェク ト では、 約48haの敷地に４ 万2,000枚
以上の太陽光パネルを設置する予定で、 稼働後は年間

約33GWhの発電を見込んでおり 、 2028年初頭の稼働開
始を予定している。 EDPRジャパンは、 日本における事
業を拡大しており 、 主

にユーティ リ ティ 規模

の太陽光発電プロジェ

ク ト に焦点を当てた、

500MW以上の国内開
発中プロジェク ト のパ

イプラ インを確保して

いると いう 。

　 東京電力エナジーパート ナーと 三井不動産、 東京ド ー

ムの３ 社は、 太陽光発電由来のオフサイ ト フィ ジカル

コーポレート PPAに関する契約を締結し、 供給を開始し
た。 2028年度までに順次、 三井不動産が新規開発した
関東エリ ア合計18カ所・ 設備容量約１ 万8,000kW・ 年
間発電量約2,300万kWhの太陽光発電における再生可能
エネルギー電力を、 東京電力エナジーパート ナーによる

需給管理のも と 、 東京ド ームシティ へ供給開始してい

く 。 東京ド ームは、 2023年度よ り 東京ド ームのスタジ
アムの共用部・ 自社利用部で使用する電力は全て、 非化

石証書を活用し、 東京電力エナジーパート ナーが供給す

る RE100対応の実質再エネ電力と している。 今回の取り
組みによ り 、 2028年度までに、 東京ド ームシティ の年
間の昼間使用電力相当量、 全体の使用電力量の約32％が
リ ア ルな 再

エネ電力と

な り 、 年間

約9,600ト ン
のＣ Ｏ 2排出

量削減につ

ながる。
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